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1．はじめに

　東日本大震災において、原子力発電所の立地する福島、宮城、茨城の三県は地震及び津波のため、今までにない大きな被害を受けた。
災害の事前対策、災害応急対策、災害復旧の計画として、地方自治体は「地域防災計画」を事前に立案し、備えている。

今回の震災は、「地域防災計画」の想定をはるかに超えたものであったが、三県の震災に対する準備及び対応には、大きな違いが見られた。また、同時に国としての対応も合わせてみることによりよい防災体制には何が必要であるか考察した。

2．本研究の概要
宮城、福島、茨城の三県は震災時の対応に関して報告書を公開している。これらの報告書に基づき公開されている資料より、震災時の対応の違いをレジリエンスの視点より比較検討を実施した。

また、国に関しては総務省行政評価局の「行政評価・監視報告書」及び国立国会図書館の「調査と情報」を中心に原子力発電所に対する対応を抽出し比較した。

3．結果

三県及び国に関して、以下の内容で行動や事象を抽出した。
・事前対応(平時の対応力、理解力、解析力)

・震災発生時の対応（非常時の対応力）

・内部コミュニケーション（非常時の対応力）

・震災時対応（非常時の対応力）

・発電所対応（危機対応力）

・事後の改善点（経験から改善）

まず、事前対応に関しては、茨城県は原子力災害の経験からくる知識の蓄積があり、宮城県は宮城県沖地震を想定した防災体制を構築し、岩手・宮城内陸地震（最大震度７）にて確認を実施していた。福島県は震度６以上の地震の経験がなく、災害対策に関して不備を指摘されていたが対応は取られていなかった。2)　4)　8)　9)　10)　 
国に関してはオフサイトセンター(以下OFC)を中心とした原子力災害への対応が立案されていたが、OFCの機能不足や業務区分の不明確などが事前に指摘されていた。3)　4)　5)　
災害への経験の差により、準備状況が大きく影響されている。

初動対応で、茨城県及び宮城県は計画通り災害対策本部を構築している。この点は国も同様である。しかし、宮城県は災害の規模が想定より大きく、当初計画では対応ができず、対策本部の緊急の機能拡張を行った。また、福島県では災害対策本部が被災し、予備施設を使用することとなった。国では福島第一のOFCが機能低下し最終的に使用ができなくなった。また、女川は津波で使用不可であった。7)　8)　9)　
これらの初動対応で問題が発生した福島と国は事前に指摘されていた問題点に対応を行っておらず、原子力災害の対応に大きな影響があった。

内部コミュニケーションは茨城県では問題なく実施できたが、宮城県と福島県では問題が発生した。宮城県は災害被害規模が膨大で、沿岸地域の情報入手が不可能であった。また、福島では予備対策本部のため、通信手段が十分準備できず、非常用通信設備も機能しなかった。7)　8)　9)　
国は原子力災害対応のOFCのうち、福島と宮城が機能せず、特に福島の原子力災害に対して十分な対応ができなかった。6)　7)　11)　
震災時対応では茨城県は以前の経験も生かし、最も適切に対応した。宮城県は損害の少なかった内陸部のリソースを活用し対応したが、想定以上の津波被害のため、十分な対応ができなかった。福島県は非常用通信設備が機能せず、連絡や広報が不十分となった。7)　8)　9)　
発電所対応は茨城県、宮城県は通常通り連絡が取れる状態であった。ただ、宮城県はOFCが使用不可であった。福島県は直接発電所と連絡が取れない状態で、東京電力福島事務所からのデータに頼ることになった。国は発電所対応に注力し、原発事故統合対策本部を設置した。7)　8)　9)　
事後の改善点として、三県とも地震の教訓により、地域防災計画を変更している。福島県は防災拠点を新築し、災害対応能力を強化した。13）
国は、拠点となるOFCの基盤強化や通信基盤強化など、今回の原子力災害で問題となった点を全般的に対策している。1)　5)　12)　
4．考察

災害に対して経験の差が大きく出ている。原子力災害を複数回経験している茨城県の対応が最もうまく対応でき、次は宮城県沖地震を想定し、岩手・宮城内陸地震で防災体制を確認している宮城県がうまく対応している。

福島県は大規模な地震・津波・原子力災害の経験がなく、想定もされていないため、当初準備が不十分であり、原子力災害の影響もあり、地震・津波災害に対して不十分な対応となった。
これらの結果を見ると、組織の災害に対する経験の蓄積により災害に対する対応能力は向上することがわかる。

災害対応の経験が豊富で専門性のはっきりしている組織（国交省地方整備局）や危機対応能力の高い組織（自衛隊）などはよく対処できたが、県など、組織に経験が少なく、人員が不十分で対応すべき範囲が広範に及ぶときには、十分な対応ができていない。行政の災害、特に原子力災害に対する対処能力の向上をどのようにしていくかは非常に重要な課題となる。

5．まとめ

今回のように当初想定を超えた災害であっても、自治体トップの判断により、ある程度計画外の緊急対応は可能であるため、トップのリーダシップは重要となる。

今後、三県及び国の原子力災害の対応能力向上のために、三県及び国の原子力災害対応について総合的に比較分析を実施し、災害に対し、より良い対応をするために、どのようにして経験を蓄積・継承していくか検討する。さらに、プラントサイトと県や国との連携の分析を試みる。
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